
 
事業者の環境に関する考え方の状況 
 

環境への取組と企業活動のあり方

38.2

36.9

40.3

27.8

29.0

29.9

22.7

24.5

22.0

4.7

4.5

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年度

平成13年度

平成14年度

ﾋﾞｼﾞﾈｽチャンスである 社会貢献の一つである 法規制等をクリアするレベル

業績を左右する重要な要素 最も重要な戦略の一つ その他

回答なし
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（Ｎ＝2,689）

（環境省平成 14年度環境にやさしい企業行動調査結果より） 
 

環境マネジメントへの取組状況
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（環境省 平成 14年度環境にやさしい企業行動調査結果より） 
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環境活動評価プログラム（エコアクション２１）
 
 
 

「認証制度」の実施 

社会経済の 
グリーン化 
による企業 
評 価 、 製
品・サービ
ス選別 

環境 
マネジメント
システム 
 
 
 
 

ISO14001 など 
 

環境報告書 

 

 

 

「審査登録制度」 

の実施 

 
環境会計 

 

 

 
環境ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ指標 

 
 

 取組状況の情報開示 体制・手続等 

中
小
企
業
等 

取組状況の把握・評価 

環境省における事業者の自主的な環境への取組の促進施策の体系 

大
企
業
等

今日の環境問題

の解決のために

は、事業者の自主

的な環境への取

組の促進が必要。 
そのためには、 
体制整備 
把握・評価 
公 表 

の３つの要素の

整備が必要 

体制整備 把握・評価 公  表 

比較可能性及び
信頼性の向上 

普及促進のための
インセンティブ 

グリーン購入 

グリーン投融資 
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事業者の環境報告書への取組状況 
 

環境報告書作成企業数の推移
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（環境省 環境にやさしい企業行動調査結果より） 

 

環境報告書への取組状況
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作成・公表している 来年は作成予定 作成していない その他 回答なし

（Ｎ＝1,323）

（Ｎ＝1,644）

（Ｎ＝2,967）

 
（環境省 平成 14年度環境にやさしい企業行動調査より） 
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環境報告書の第三者レビューの受審状況
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（Ｎ＝579）

（Ｎ＝650）

（環境省 平成 14年度環境にやさしい企業行動調査より） 
 
 
 
 
 



環境レポート大賞過去の受賞作品   （五十音順） 
 
 ●第１回環境アクションプラン大賞（平成９年度） 
［大賞（環境庁長官賞）］８点 

事 業 所 名 作 品 名 

キリンビール(株) 1996年度版ｷﾘﾝﾋﾞｰﾙ 環境問題への取り組み 

生活協同組合コープこうべ 環境報告書(1997年版） 

清水建設(株) 清水地球環境報告書 

(株)西友 西友ｴｺ･ﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

世田谷区 世田谷区環境行動指針 

ソニー(株) 環境保全活動報告書1997 

東日本旅客鉄道(株) JR東日本の環境問題に対する取り組み 

松下電器産業(株)ＡＶＣ社 

ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ事業部 神戸地区 
環境マネジメント計画 

 
［優秀賞（全国環境保全推進連合会会長賞）］６点 

事 業 所 名 作 品 

(株)コープフーズ 96年度環境報告書 

生活協同組合東京マイコープ 
1996年度環境活動報告書 

1997年度環境ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ方針 

日本ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ・ｻｰｷｯﾂ(株)塩原ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ ＮＰＣ環境保全中期計画 

ひかり味噌(株)飯島ｸﾞﾘｰﾝ工場 
EMBC工法による高濃度排水処理技術の確立と余剰汚泥90%ｶ

ｯﾄ作戦 

平河ﾋｭｰﾃｯｸ(株)古河工場 古河サイト環境行動計画 

丸富製紙(株)富士根工場 環境ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝISO14001 

 
［毎日新聞社賞］８点 

事 業 所 名 作 品 名 

板橋区 庁内環境管理･監査ｼｽﾃﾑ      

(株)イトーヨーカ堂 環境への取り組みと環境監査 

九州電力(株) 九州電力環境行動レポート 

京都生活協同組合 ９６年度環境報告書    

(株)極東技工ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ ＫＧＣ環境ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ 

日本国土開発(株) １９９６年版環境レポート 

日本電気(株) 1996年度NECｴｺ･ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ21 

矢崎部品(株)大浜工場 ＥＭＳ構築へのステップ  

 

参考資料４



 

 ●第２回環境アクションプラン大賞（平成１０年度） 
 
［大賞（環境庁長官賞）］５点 

事 業 所 名 作 品 名 

岡山市民生活協同組合 1997年度環境報告書 

(株)コープフーズ 97年度  環境報告書 

ソニー瑞浪(株) 1997年ｿﾆｰ瑞浪 地球環境年報 

東京ガス(株)           東京ｶﾞｽｴｺﾚﾎﾟｰﾄ'97 

日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ(株) 環境ﾌﾟﾛｸﾞﾚｽ･ﾚﾎﾟｰﾄ1997 

 
［優秀賞（全国環境保全推進連合会会長賞）］５点 

事 業 所 名 作 品 名 

片山食品(株)紫雲寺工場 環境行動計画書 

静岡瓦斯(株)静岡工場 環境行動計画    

(株)大揮環境計画事務所 環境ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ行動計画書 

日揮化学(株)新津事業所 環境行動計画     

日本海ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ(株) 環境行動計画 

 
［特別賞（毎日新聞社賞）］９点 

事 業 所 名 作 品 名 

アサヒビール(株) ｴｺﾚﾎﾟｰﾄ1998環境管理活動の報告 

(株)イトーヨーカ堂 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾎﾟｰﾄ 

京都生活協同組合 1997年度 環境報告書 

コニカ(株) 地球環境との調和をめざして 

(株)資生堂 資生堂環境報告書'97 

日本国土開発(株) 1997年版環境レポート 

富士通(株) 1997環境活動報告書 

(株)三越 平成９年 三越環境ﾚﾎﾟｰﾄ 

山形日本電気(株) ＮＥＣ山形 ｴｺｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ 

 
 



第３回環境レポート大賞（平成１１年度） 

  

○環境報告書部門 

［大賞（環境庁長官賞）］  ５点 

事 業 所 名 作 品 名 

キリンビール(株) 1999年版 キリンビール環境報告書 

ソニー(株) 環境保全活動報告書 1999 

トヨタ自動車(株) 環境報告書 1999 

日本電気(株) 環境アニュアルレポート 1999 

松下電器産業(株) 松下電器ｸﾞﾙｰﾌﾟ 1999年度環境報告書 

 

［優秀賞（地球・人間環境フォーラム理事長賞）］  １１点 

事 業 所 名 作 品 名 

(株)イトーヨーカ堂 環境マネジメントレポート 1999 

大阪ガス(株) 大阪ガス環境行動レポート 1999 

キヤノン(株) キヤノン 環境報告書 1999 

生活協同組合コープとうきょう 1999年 環境報告書 

清水建設(株) 清水地球環境報告書第５号 

(株)西友 西友環境活動報告 1999 

ソニー本宮(株) 環境レポート 1999 

日産自動車(株) 1999 日産自動車環境報告書 

富士通(株) 1999 環境活動報告書 

みやぎ生活協同組合 1998年度版 環境報告書 

(株)リコー リコーグループ 環境報告書 1999 

 

 

○環境行動計画部門 

 ［大賞（環境庁長官賞）］ 

 

             該当なし 

 

［優秀賞（全国環境保全推進連合会会長賞）］  ３点 

事 業 所 名 作 品 名 

(株)川邊組 環境行動計画書(平成11年度) 

(株)谷組 環境行動計画書(平成11年度) 

(株)ヤクルト本社富士裾野工場 ヤクルト DF21環境アクションプラン 

 



第 4回環境レポート大賞（平成 12 年度） 

 

○環境報告書部門 

[大賞（環境庁長官賞）]  1 点 

事 業 所 名 作 品 名 

松下電器産業株式会社 松下電器グループ 2000 年度環境報告書 

 

[優秀賞（地球・人間環境フォーラム理事長賞）]  8 点 

事 業 所 名 作 品 名 

キリンビール株式会社 2000 年版キリンビール環境報告書 

株式会社西友 西友環境活動報告 2000 

ソニー栃木株式会社 2000 年度環境レポート 

東京ガス株式会社 東京ガス環境報告書 2000 

トヨタ自動車株式会社 環境報告書 2000 

日本電気株式会社 NEC 環境アニュアルレポート 2000 

株式会社日立製作所 環境報告書 2000 日立グループ 

株式会社リコー リコーグループ環境報告書 2000 

 

[奨励賞]  5 点 

事 業 所 名 作 品 名 

仙台市 
リーディングエコプランせんだい（仙台市環境率先行動計

画）の平成 11 年度実績に係る環境報告書 

株式会社東芝 研究開発センター 東芝 研究開発センター 環境サステナビリティ報告書 2000

株式会社ピックルスコーポレーション ピックルスコーポレーション環境報告書・2000 

安田火災海上保険株式会社 環境・社会貢献レポート 2000 

山口日本電気株式会社 
NEC 山口 環境報告書 2000 

（NEC山口 かんきょう報告書2000年版小学校高学年むけ）

 

○環境行動計画部門 

[大賞（環境庁長官賞）]  1 点 

事 業 所 名 作 品 名 

松林工業薬品株式会社 環境行動計画書 

 

[優秀賞（全国環境保全推進連合会会長賞）]  2 点 

事 業 所 名 作 品 名 

梅林建設株式会社 環境行動計画書 平成 12 年度 

太閤山観光株式会社太閤山カントリークラブ 環境行動計画書（平成 12 年度） 

 



第５回環境レポート大賞（平成 13 年度） 

 
○環境報告書部門 

[大賞（環境大臣賞）]  １点 

事業所名 報告書タイトル 

日産自動車株式会社 日産自動車株式会社 ２００１年３月期 環境報告書 

 

[優秀賞（地球・人間環境フォーラム理事長賞）]  １２点 

事業所名 報告書タイトル 

イオン株式会社 イオン環境報告書２００１ 

株式会社岡村製作所 ２００１環境報告書 ＧＲＥＥＮ ＷＡＶＥ ２１リポート 

キリンビール株式会社 キリンビール環境報告書２００１年版 

株式会社西友 西友 環境活動報告書２００１ 

積水化学工業株式会社 環境レポート２００１ 

ソニー株式会社 ソニー環境報告書２００１ 

株式会社竹中工務店 竹中 e レポート２００１ 

タバイエスペック株式会社 ＥＳＰＥＣ環境マネジメントレポート２００１ 

中部電力株式会社 ２００１年版地球環境年報～地球を考える エネルギーを考える～ 

凸版印刷株式会社 TOPPAN 環境報告書２００１ 

日本電気株式会社 ＮＥＣ環境アニュアルレポート２００１ 

リコーユニテクノ株式会社 リコーユニテクノ株式会社 環境報告書２００１ 

 

[奨励賞]  ２点 

事業所名 報告書タイトル 

清水印刷紙工株式会社 環境報告書２００１ 

中村留精密工業株式会社 環境報告書２００１ 

 

 

○環境行動計画部門 

[大賞（環境大臣賞）]  １点 

事業所名 行動計画タイトル 

いしかわ動物園 いしかわ動物園 平成１３年度 環境行動計画書 

 

[優秀賞（全国環境保全推進連合会会長賞）]  ３点 

事業所名 行動計画タイトル 

株式会社アカサカテック 株式会社アカサカテック 環境行動計画 

佐藤組株式会社 平成１３年度環境行動計画書～命ある地球を守る～ 

太閤山観光株式会社 環境行動計画書（平成１３年度） 

 
 



第６回環境レポート大賞（平成 14 年度） 

 

○環境報告書部門 

【大賞（環境大臣賞）】（１点） 

事業所名 報告書タイトル 

松下電器産業株式会社 松下電器グループ 環境報告書２００２ 

 

【優秀賞】（１３点） 

環境報告マイスター賞（２点） 

キリンビール株式会社 

<通算５回受賞> 
キリンビール環境報告書２００２年版 

日本電気株式会社 

<通算４回受賞> 
ＮＥＣ環境アニュアルレポート２００２ 

優秀賞（地球・人間環境フォーラム理事長賞）（１１点） 

アサヒビール株式会社 環境コミュニケーションレポート２００２ 

株式会社イトーヨーカ堂 
より良い生活、環境、社会を未来の世代に引き継ぐためのイトーヨーカドー

企業活動報告～サステナビリティ報告書２００２～ 

大阪ガス株式会社 ２００２ 大阪ガス環境行動レポート 

キヤノン株式会社 キヤノン環境報告書２００２ 

コクヨ株式会社 コクヨ環境報告書２００２ 

セイコーエプソン株式会社 環境報告書２００２ ２００１．４－２００２．３ 

株式会社損害保険ジャパン 損保ジャパン 社会・環境レポート２００２ 

大日本印刷株式会社 ＤＮＰグループ環境報告書２００２ 

トヨタ自動車株式会社 環境報告書２００２ 

日産自動車株式会社 日産自動車株式会社２００２年３月期環境・社会報告書 

株式会社リコー リコーグループ環境経営報告書２００２ 

 

【奨励賞】（１０点） 

環境報告奨励賞（３点） 

株式会社環境管理センター 環境リスクマネジメントレポート２００２ 

セイコーエプソン株式会社  

情報画像事業本部 広丘事業所 
セイコーエプソン株式会社 情報画像事業本部環境報告書２００２ 

ハウステンボス株式会社 １９９２－２００１ハウステンボス環境会計報告書 

業種別奨励賞（３点） 

株式会社ＩＮＡＸ 

（非鉄金属製造業） 
ＥＣＯ Ｒｅｐｏｒｔ ２００２‒ＩＮＡＸの地球環境問題への取り組み- 

大成建設株式会社 

（建設業） 
大成建設環境報告書２００２ 

株式会社ファミリーマート 

（コンビニエンスストア業） 
ファミリーマート環境報告書２００２ 

持続可能性報告奨励賞（４点） 

株式会社イトーヨーカ堂 
より良い生活、環境、社会を未来の世代に引き継ぐためのイトーヨーカドー

企業活動報告～サステナビリティ報告書２００２～ 

株式会社損害保険ジャパン 損保ジャパン 社会・環境レポート２００２ 

三菱商事株式会社 サステイナビリティー・レポート２００２ 

株式会社リコー リコーグループ環境経営報告書２００２ 

 



○環境行動計画部門 

【大賞（環境大臣賞）】（１点） 

事業所名 行動計画タイトル 

石川県立大聖寺高等学校 ＳＥＰ（Seiko Eco Project）聖高エコプロジェクト 

 

 

【優秀賞（全国環境保全推進連合会会長賞）】（３点） 

事業所名 行動計画タイトル 

太閤山観光株式会社 環境行動計画（平成 14 年度） 

東急バス株式会社 東急バス株式会社本社部門（大橋東急ビル）環境行動計画 

新潟ガービッヂ株式会社 環境行動計画 

 
 



「規制改革推進３か年計画（再改定） 平成 15 年３月 28 日閣議決定」より抜粋 

 

Ⅲ 横断的措置事項 

３ 環境関係 

（２）環境分野の重点事項 

⑥情報的手法を用いた企業の自主的取組の推進 

環境報告書及び環境会計について、普及促進の方策、比較可能性の確保及び信頼性の確

保のための検討等を行う。 

 

（３）個別事項 

オ 情報的手法を用いた企業の自主的取組の推進 

① 【事項名】環境報告書及び環境会計の普及促進の方策 

【措置内容】 

ａ. 事業活動における環境保全のための取組を促進するため、取組成果の評価指標の整備

や企業の利害関係者別に求める環境情報の多様性の調査、環境報告書及び環境会計

に係るデータベースの構築等による取組状況の情報提供を行うなど、事業活動に係る企

業の自主的取組を促進するための行政支援策を講じる。 

b. 環境報告書及び環境会計に取り組む企業へのインセンティブ付与の方策やこれら企業
が社会から適正な評価が得られ結果として企業の競争力の向上につながるような方策な

ど、普及促進のための新たな枠組みや普及定着に向けた政府目標の設定について検討

し結論を出す。 

c. 環境会計に期待される内部機能にもより一層着目し、原価計算、マテリアルフローコスト
会計、業績評価への環境項目の導入など環境管理会計手法について検討し、所要の措

置を講ずる。 

 

② 【事項名】環境報告書及び環境会計の比較可能性の確保 

【措置内容】 

環境報告書の記載内容となる環境会計及び環境対策の評価結果（環境パフォーマンス情

報）について、環境会計ルールの明確化のため環境保全対策に係る効果の体系付け等の理

論的課題について検討を加えるとともに、環境パフォーマンス情報の集計方法を体系化する

等により、実務上の利便性を向上させたガイドラインの改訂を行う。その際、業種間の比較が

より一層的確かつ容易なものとなるよう項目の共通化を図りつつ、業種別の比較可能性の観

点から更に検討する。 

 

③ 【事項名】環境報告書及び環境会計の信頼性の確保 

【措置内容】 

国際的な動向を踏まえ、我が国においても第三者機関による監査制度の在り方も含めた

環境報告書及び環境会計の内容の信頼性確保を図るための枠組みについて、以下の点に

留意の上、検討し結論を出す。 

ａ ）監査実施者の専門家資格の創設あるいは公認及びその養成や資質向上について策を

講ずる。専門家資格を創設する場合には資格に期限を設定するとともに民間の認証機関

とし、公認の資格の場合は現在監査を実施している公認会計士なども可能とする。 

ｂ ）可能な限り、監査手法や監査範囲、監査基準について標準的なものを明らかにする。 

ｃ ）第三者監査は報告書を作成する者にとって多大なコスト負担とならないことに留意する。 

ｄ ）企業に不利な情報についても環境報告書及び環境会計に盛り込む。 

ｅ ）記載内容が虚偽であった場合の行政の対応についても検討する。 

 

参考資料５




